
令不日5年 3月 24日

教育委員会定例会報告書

草津市教育委員会





報告事項  (3件 )

(1)草津市やまびこ教育相談事業実施要綱の制定について

(2)開かれた隣保館等の今後のあり方基本方針について

(3)寄付の受け入れ報告について
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草津市やまびこ教育相談事業実施要綱

(趣 旨)

第 1条 この要綱は、草津市立教育研究所設置条例 (昭和 55年草津市条例第 7号)第 4

条の規定に基づき、市内の不登校児童生徒を対象に教育相談および適切な支援を行 う

ことにより、集団適応力を身につけ、学校復帰および社会的自立に向けた支援をするこ

とを目的として行 う、草津市やまびこ教育相談事業 (以下 「教育相談事業」というb)

の実施について、必要な事項を定める。

(教室の名称および位置)

第 2条 教室 (教育相談事業を実施する場所をいう。以下同じ。)の名称および位置は、

次のとおりとする。

(1)名 称 やまびこ青地教室

位置 草津市青地町 1086番 地 草津市立教育研究所内

(2)名称 やまびこ上笠教室

位置 草津市上笠四丁目3番 17号

(事業)              .
第 3条 教育相談事業の内容は、次のとお りとする。

(1)教育相談に関すること。

(2)児童生徒の指導および支援に関することと

(3)学校等関係機関との連携に関すること

(対象者)

第 4条  この教室に入室することができる者は、心身の不調による不登校およびその傾向

があり、市内に在住 し、原則として、保護者による送迎が可能な児童または生徒とする。

(開室 日および閉室 日)

第 5条 教室の開室 日は、別表に定めるとおりとする。

2 教室の開室日は、次に掲げるとお りとする。

(1)草津市の休 日を定める条例 (平成 2年草津市条例第 2号)に規定する休 日

(2)前号に掲げるもののほか、草津市教育委員会 (以下「教育委員会」という。)が指

定 した日

(入室の申請 )

第 6条 教室への入室を希望する児童生徒の保護者は、やまびこ入室申込書 (別記様式第

1号 )に より、当該児童生徒が在籍する学校長を通 じて、草津市立教育研究所 (以下「研

究所」とい う。)に申請するものとする。

(入室の審査)

第 7条 教育研究所長は、前条の規定により申請書の提出があつたときは、これを審査 し、

やまびこ入室検討結果通知書 例可記様式第 2号)に より、学校長を経由して当該児童生

徒の保護者に通知する。

(支援の終了)

第 8条 教育研究所長は、教育支援が終了したと認められるとき、やまびこ終了通知書 (別

記様式第 3号)に より、学校長を経由して当該児童生徒の保護者に通知する。
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(支援の停止 )

第 9条 教育研究所長は、教育支援が停止したとき(やまびこ停止通知書 l丹可記様式第 4

号)に より、学校長を経由して当該児童生徒の保護者に通知する。

(出席の報告)

第 10条 教育研究所長は、通室している児童生徒の出席状況について、やまびこ出席状

況報告 (別記様式第 5号)により学校長に報告する。

(そ の他)

第 11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が別に定める。

付 則

この要綱は、令和 5年 4月 1日 から施行する。

別表 (第 5条関係 )

名 称 開室 日 開室時間

教育相談 月曜 日から金曜 日まで 午前 9時から午後 5時まで。ただし、金曜日

は午後 2時までとする。

毅育支援 月曜 日お よび水曜 日か ら

金曜 日まで

午前 9時 30分から年後 8時まで。ただし、

金曜日は午後 2時までとする。

学校支援 月曜 日から金曜 日まで 午前 9時から午後 5時まで。ただし、金曜日

は午後 2時までとする。

-20-



別記

様式第 1号 (第 6条関係 )

章津市立毅育研究所長 様

保護者名 (自 筆)

やまびこ入室申込書

やまびこ (青地 ・ 上笠 )教室に入室したいので、草津市やまびこ教育相談事業実施

要綱第 6条の規定により、下記のとおり申請 します。

年  月  日

年  月  日

記

草津市立教育研究所長 様

当校も入室することが適当と考えますので、上記申込書により申請 します。

草津市立

校長

学校

臣ロ

住  所

ふりがな

名  前

生年月 日

児
童
生
徒

在 籍 校

ふりがな

名  前

電話番号

保
護
者

入
室
し
た
い
理
由
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様式第 2号 (第 7条関係 )

草教委研第

月

草津市立教育研究所

所長

やまびこ入室検討結果通知書

年  月  日付けで申請のありました、やまびこ (青地 。上笠 )教室の

入室について、下記のとお り決定しましたので、草津市やまびこ教育相談事業実施要綱

第 7条の規定により、通知 します。

記

号

日年

様

同
Ｐ

Ｅ
卜

児 童 生 徒 名

入室検討確認

□ やまびこ (青地 ・ 上笠 )教室への入室を承諾 します。なお、

下記期 日に本人と保護者との面接を行います。

(面接 日 :    年  月  日  時  分から)

□ 受入対象者ですが、現在、受入枠に余裕がないため、直ちに受

入れることができません。受入可能となり次第ご連絡いたしま

す。

□ 現在の状況 G町室登校・保健室登校など)を継続する方が適切と

思われます。

□ 他の相談機関の方が適切 と思われます。

他機関名 (                   )
□ 当分の間、経過を観察した方がよいと思われます。

□ その他 (                     )

備 考

「学校に通い始めた」「アJ叫の相談機関に通い始めた」等、状況の

変化があつた場合は速やかに連絡してください。
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様式第 3号 (第 8条関係 )

草教委研第

月

草津市立教育研究所

所長

やまびこ終了通知書

やまびこ (青地 ・ 上笠 )教室に通室 している下記児童生徒について、教育支援が

終了しましたので、草津市やまびこ教育相談事業実施要綱第 8条の規定により、通知し

ます。

記

号

日年

様

Ｈ
Ｐ

Ｅ
ト

終 了 日

児童生徒名

□ 適応指導および継続面接相談などの結果、再登校できる

ようになつたので通室を終了します。

□ 年度末のため、一旦終了と■ます。通嚢の継続を希望される場合

は、在籍する学校 と十分協議のうえ再度通室の申請をしてくだ

さい。                   
・

□ 卒業のため、終了します。

□ その他 (                     )

備   考

…23-



様式第 4号 (第 9条関係 )

草教委研第

月

草津市立教育研究所

所長

やまびこ停止通知書

やまびこ (青地 。上笠 )教室に通室している下記児童生徒にっいて、教育支援を

停止しましたので、草津市やまびこ教育相談事業実施要綱第 9条の規定により、通知し

ます。  !                         1

記

号

日年

様

同
ド

Ｅ
ト

停 止 日 年 月 日

児童生徒名

停 止 理 由

備   考

-24-



様式第 5号 (第 10条関係 )

草教委研第

月

草津市立 学校長 様

草津市立教育研究所

所長

やまびこ出席状況報告

やまびこ (青地 ・ 上笠 )教室に通室 している下記児童生徒の出席状況について、

草津市やまびこ教育相談事業実施要綱第 10条の規定により、報告します。

記

出席 日数 日

号

日年

印

15 1612 13 149 10 116 7 81 2 3 4 5日

曜

出
席

28 29 30 3126 2723 24 2518 19 20 21 22日 17

曜

出
席

備

考
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開かれた隣保館等の今後のあり方について

基 本 方 針

令 和 5年 2月

車  津  市

草津市教育委員会
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1 はじめに

隣保館および教育集会所 (以 下「隣保館等」という。)のあり方については、国の地

域改善姑策協議会からの意見具申により、平成 9年 4月 から隣保館の運営が特別対策

から一般施策化されて以降、二度にわたり、草津市隣保館等運営審議会に諮問し、そ

れぞれの時代の隣保館等を取り巻く状況の変化や、法律、制度の動向等を鑑みながら

審議が重ねられ、それぞれ答申をいただいてきたところである。

草津市ではこれら答申に基づき、平成 25年 3月 に「新たな隣保館等の今後のあり

方についての基本方針」 (以 下「旧基本方針」という。)を定め、各種の取組を進めた

結果、運営主体を市の直営方式から指定管理者制度に移行するなど大きな転換を行い、

隣保館等の運営の新たな局面を迎えているところである。

今後においては、近年問題視されているインターネット上での差別書込み事象など、

差別に関する状況に変化が生じていることや、平成 28年に施行された「部落差別解

消推進法」をはじめ人権三法の趣旨を鑑み、あらゆる差別をなくすための取組を行 う

拠点として、隣保館等の役割を明らかにするとともに、一般施策の視点のもと、同和

問題をはじめあらゆる人権課題の解決に寄与すべく、より「開かれた隣保館等」像の

創造が求められている。

このような状況を踏まえ、旧基本方針に基づく進捗状況等を検証し、基本方針の改

訂を前提に、令和 3年 12月 に草津市隣保館等運営審議会に「開かれた隣保館等の今

後のあり方について」の諮問をした。

同審議会では、旧基本方針に基づく取組の状況や隣保館等の現状を聴取し、審議が

重ねられ、草津市において展開する隣保事業が、より多くの方々に享受され、教育文

化の向上および社会福祉の増進が図れることで、様々な人権問題の解決に寄与するよ

う、同審議会から令和 4年 11月 に「開かれた隣保館等の今後のあり方Jについて答

申を受けた。

草津市においては、この答申の内容を尊重 し、ここに基本方針を定め、一般施策の

中において人権尊重の視点から隣保事業を市全域に展開し、地域住民のみならず、よ

り多くの市民が隣保館等を利用し、交流を図ることで、人権意識の高揚を図り、同和

問題をはじめとするあらゆる人権課題の解決に向けた、より「開かれた隣保館等」の

具現化を図ることとする。

また、この先、隣保館等を取り巻く環境の変イ監等に対応 した事業を展開するために

は、地域の実情や、利用者のニーズをはじめとした隣保館等における各種実態の把握・

分析が必要不可欠となることから、一層、調査および研究に取 り組む。

2 隣保館等の役割とは

隣保館は、草津市立隣保館条例に明記されているとおり「同和問題をはじめあらゆ

る人権問題の速やかな解決を図るため、地域社会の全体の中で、福祉の向上、人権啓

1

-28-



3

発および住民の交流の拠点となるコミュニテイセンターとして各種事業を行 う」こと

を目的、使命 としている。すなわち、隣保館は人権のまちづくりを目的としているが、

この点で、協働のまちづくりを目的とする地域まちづくリセンターとは趣旨を異にす

るものである。

車津市民が皆一緒になつて、これからの人権のまちづくりを考えていくことが必要

であり、隣保館はその人権確立のための「開かれたJ拠点施設としての役割を担って

いくことが求められている。

また、教育集会所は、草津市立教育集会所設置条例に明記されているとお り「住民

の教育文化の向上および社会福祉の増進に寄与する」ことを目的、使命 とし、現在、

自主活動学級 (差別に負けない仲間づくりを目的に行 う活動)の実施や、子ども会等

の指導育成を担っている。

本市における取組の成果と課題

草津市では、上述のとおり、平成 25年に旧基本方針を定め、各種事業を推進 して

お り、一般施策 として隣保事業を行 うことを事業推進の基本姿勢とし、対象地域を含

む近隣 。周辺地域や小中学校区、事業内容によつては市域全域を対象とし、隣保館を

中心とした交流の輪を広げる等の取組を進めるとともに、財政運営上の観点から、歳

出全体の徹底 した洗い直しや施策・制度の抜本的な見直しを実施 し、より効果的な事

業運営に努めることとしてきた。

この中での成果 としては、「行政運営の効率化」や 「市民サTビスの向上J、
「地域

の自主自立Jの観点から、平成 27年度以降、隣保館等の運営主体を直営方式から指

定管理者制度に移行 したことにより、限られた予算の中ではあるものの、指定管理者

である地元NPO法 人が積極的に創意工夫を図り、自主的に企画、運営することで、

地域の実情やニーズをより把握した事業展開が図られるようになつたことが挙げら

れる。

また、地域の実情に精通した地元NPO法 人が指定管理業務を担つていることから、

より身近で安心できる相談業務の実現にもつながつており、問題の解決において、よ

リー層の効果が得 られていることが確認できる。

一方、隣保館およびそこで取り組まれている事業の一般的な認知度は、依然、高い

状況とは言えずご広く市民全体に福祉 。人権・交流の拠点施設としての認知度は、市

域全域に対 しての周知という面で、まだ多くの課題を抱えており、より「開かれた隣

保館等Jをめざす観点から、事業内容や啓発のあり方について一層の検討を要するこ

とが伺える。

教育集会所においては、自主的な仲間づくり活動に重点を置いた取組に移行し、学

力補充については、企市的な学びのセープテイネットの取組 として推進 してきた。

一方、自主活動学級め運営に教員が主体的に関わつていることが課題であることか

2
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ら、指定管理者の教育担当者を中心とした、地域主体の自主活動学級を運営するにあ

たり、多様な人の参画や、地域の高校生や青年層等の人材発掘についてさらに推進 し

ていく必要がある。

4 今後の取組の方向性

平成 27年度以降、指定管理者制度の導入により、地域の実情に精通した地元NP
O法人が指定管理業務を担い、地域による自主運営、地域の実情等に即した効果的な

事業の展開や相談業務の実施がなされてきた。

今後の展望としては、これまで隣保館等が培ってきた役割・機能、スキル等が、市

全域のより多くの方々によつて享受されることで、隣保館等の認知・活用が進み、同

和問題をはじめあらゆる人権課題の解決に向けた啓発効果が期待できることから、よ

り視野を広げた事業展開のもと、市民ニーズヘの対応力を高め、関係機関や様々な活

動団体との連携強化を図ることで、隣保館等の認知度をより高め、地域住民のみなら

ず、より多くの市民に利用される「開かれた隣保館等」をめざすことが必要である。

このため、指定管理者が有しているスキルや経験を市全域に展開すべく、指定管理

者制度による運用を継続するとともに、事業内容や必要性等を精査しながら運営の効

率化・安定化等を図り、一般施策の中で人権尊重の視点から隣保館等を有効に活用し、

課題解決に向けた、より「開かれた隣保館等」をめざすため、次の方向性を示すもの

とする。

(1)交流・利用の活性化

(2)相談事業の強化および新たな展開

(3)教育・啓発のさらなる充実                ,

(1)交 流 日利用の活性化について

「開かれた隣保館等」を考えるに際しては、利用率の向上に取り組みながら、

隣保館等が 「人権確立Jおよび 「住民の教育文化の向上および社会福祉の増進」

のために設置された施設であるという本来の目的を果たさなければならない。

また、一般施策の中で人権尊重の視点をもつて、どう活性化を図つていくかを

考えなくてはならず、活性化の取組が人権課題の解決にどう寄与していくかが大

切なポイントとなってくる。

それゆえ交流・利用の活性化に向けた取組は難 しさを抱えてはいるが、認知度

が高まり、広く市民に利用されることで、人権の大切 さに気付く仲間の輪が広が

り、人権・福祉の意識が向上し、みんなで一緒に人権を学び、意識を醸成させる

「きつかけJが生まれ、その積み重ねが偏見等を取 り除き、同和問題をはじめと

したあらゆる人権問題の速やかな解決へとつながっていくことが期待できる。

そのためには、「隣保館等の魅力」や、「広く市民が利用できる施設」であるこ

3
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とを市全域に周知し、認知・利用が促進されるよう、次の①隣保館等に触れる機

会の創出・拡大、②関係機関・団体との連携促進、③広報の拡充について、効果

的な取組を進めていく。

① 隣保館等に触れる機会の創出 E拡大

隣保館の役割の一つに「人権啓発および住民交流の拠′点」という位置づけが

条例に規定されている。

これは、多くの市民に広く利用いただくことにより、人権や隣保館の意義に

触れる機会を創出し、これらを基軸として地域との交流、運営主体である指定

管理者の職員と利用者、さらには利用者同士の交流が図られることを想定して

おり、すなわちそれが人権課題 (′)解決に繁がつていくものである。

従来、隣保館等が行う取組は、一定のナ也域の福祉向上を目的とするものが中

心であつたものの、平成 12年の同審議会の答申にもあるように、「近隣・周辺

地域」にも範囲を広げ、平成 25年の旧基本方針においては、さらに明確に「対

象地域を含む近隣・周辺地域や小中学校区、事業内容によつては市域全体を対

象として隣保館を中心とした交流の輸を広げる」と示しており、当時から市域

全体を視野に入れた利用が想定されているが、依然として「一定の地域のため

の施設Jと認識されている可能性もあり、その利用者は固定的、かつ、限定的

な状況が見受けられる。

上述のとお り、隣保館等の利用促進は、人権問題の解決を図るという高次の

目的を達成するためのものであり、すなわち、多くの市民に広く利用され交流

が図られることで、人権の大切さに気づく “きつかけ"と なり、目的の達成に

繋がるものと考えられる。

このことを念頭に、今後、より多くの市民の利用と交流の活性化が人権啓発

につながつていくよう、市の各部署や関係機関・団体との連携のもと、繰 り返

し長く利用 してもらうための仕掛けづくりを進める。

また、各隣保館等の取組や設備にはそれぞれ特徴があり、住民二=ズも様々

であることから、画下的な事業に留まらず、地域の特色を活かした事業展開を

積極的に検討する。 (取組例 :子育てサークルや健康増進に資する室内運動を

行 う団体の活動拠′点として利用、市内外の公の施設の事例を参考に利用登録制

度の検討等)

② 関係機関 劇団体との連携促進         r
人権意識の醸成に向けた啓発や、人権問題の解決には、市や隣保館のみから

の発信では限界があることから、関係機関や様々な活動団体との連携を一層促

進し、ともに考え、ともに取り組んでいくことが、今求められていることであ
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る。

現在、隣保館等においては、様々な講座やイベント等の事業の多くを仕様書

に基づいた事業として行っているが、「開かれた隣保館等Jのあり方の観点に

おいては、人権啓発の広がりの点からも、隣保館等以外の主体、例えば、各学

区の地域まちづくリセンター、サークル等の活動団体や民間企業等と協力する

ことによつて、参加者はもちろんのこと、事業を連携する主体との相互理解が

深まるなど、人権課題の解決に向け、多くのメリットが考えられる。

人権啓発の広がりを拡大する意味からも、広く市民が参加 しやすく興味を引

く事業、また、隣保館等の存在をアピール し、市民の認知度を上げるために、

様々な主体と協力できる事業の開催等を企画・運営に努める。(取組例 :大学、

文化芸術団体等との協力や、子ども食堂、絵本の読み聞かせ、外国人住民との

交流、事業アイデアの公募等)

③ 広報の拡充

現在、隣保館等ごとの情報誌の発刊や、ホームページなどを活用し、広報を

行つているが、「開かれた隣保館等」の観点からは、よリー層の広報活動が必要

であり、福祉 。人権・交流の拠点としての各隣保館等の取組や魅力を、市全域

に向け伝えていくことが求められている。

隣保館等からだけの発信には限界があり、上述の “連携"の中から生まれる

利用者や団体関係者からの広報効果、いわゆる「ロコミJ効果も活用し、利用

者のネットワーク等への波及によって認知度の向上を図る。

また、SNSや マスコミヘの情報提供等の手法も効果的に活用する。

(2)相談事業の強化および新たな展開について

隣保事業の根幹でもある相談事業については、上述のとおり、地域の実情に精

通した地元NPO法 人が指定管理業務を担 うことで、より身近で安心できる相談

業務の実現が図られ、問題の解決に寄与してきた。

そこで得た相談業務のスキルや経験は非常に貴重なものであり、隣保館が有 し

ている相談業務の対応力は非常に高いものと判断できることから、地域の枠を超

え、人権確立の視点から、市全域にわたり差別や生活上のことなどで苦しんでい

るすべての方にそのスキルを還元し、今後ますます多様化、複雑化する人権・福

祉等の問題 (障害者、LGBT、 女性、子ども(高齢者等)の解決に寄与するた

め、隣保館の相談事業の強化および新たな展開が求められる。

ついては、①情報共有ネットワークの構築、②相談しやすい環境の整備および

啓発について、積極的に取組を進めていく。
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① 情報共有ネットワークの構築

相談業務は、隣保館業務の重要な業務の一つであり、人権に関わるものか

ら生活全般に関わるものまで、非常に多種多様な相談に臨機に対応する必要

がある。

このように、相談の分野は非常に多岐にわたつており、時代とともにヤン

グケアラーや LGBT、 発達障害といつた比較的近年クローズアツプされて

きた問題など、新たな事案にも対応する能力が求められる。

現在、隣保館に配置されている相談員はヽ多くの相談に実際に対応するこ

とで、能力の向上や知識の蓄積を行い、また、資質の向上のための研鑽に努

めているものの、職員の入れ替わり等もあり、相談業務の強化・新たな展開

を見据えた場合、これらすべての分野の相談に専門的に対応することは容易

ではない。また、市全域にわたつて相談業務を展開すると当然ながら量的な

面での課題も考えられる。

そのため、隣保館に相談すれば、角卒決の糸口が得られ、関係機関に丁寧に

繋いでもらえるとい う安心感を相談者に提供することが求められており、隣

保館に必要とされるのは、日々変化する社会情勢に柔軟に対応できるよう、

専門的な相談機関との太い結び目としての役割であり、人権担当課や人権セ

ンター等の市の各部署や関係機関・団体との連携を図りながら、ネットワー

クを構築していく。また、隣保館同士の横の連携を図つたり、同じ悩みを持

つ相談者のマッチング等による心理的負担軽減等の取組も検討する。

② 相談 しやすい環境の整備および啓発

一般的に、行政の相談窓口に足を運ぶことは、行政側が想像するよりもは

るかにハー ドルが高いといわれている。

「開かれた隣保館等」における利用・交流の活1性化を促進するに際し、そ

の利用・交流の中で生まれる人的な繁がりのもと、全市民を対象とした気軽

に相談できる窓口を増やすことができれば、相談者の選択肢が増え、少なか

らず相談のハー ドルは下がることが期待できる。そのためには、行き慣れた

場所で、普段の会話の中で自然に悩みを相談できるような 「居場所づくり」

も推進する。

広く市民が相談しやすい場となるよう、関係機関・団体等との連携体制も

構築 し、適切な対応がなされるよう、相談しやすい環境の充実を図る。

また、現時点において地域外からの相談事例が少ないことを課題としてと

らえ、隣保館が広く市民からの人権・福祉問題に関する相談窓口であること

の認知度を高めていけるよう、上述の (1)③広報の拡充を図る。
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(3)教育・啓発のさらなる充実

隣保館は、人権教育・啓発の拠点として、人権講座等の教育・啓発事業に取 り

組んでいるところであるが、日々、変化する社会情勢に対応 し、同和問題をはじ

めとするあらゆる人権問題の解決のためには、教育・啓発のさらなる充実が求め

られる。そのためには、粘 り強い教育・啓発の取組が必要であり、上述のとおり、

関係機関や様々な活動団体等と連携するとともに、人権啓発等を念頭に置きなが

ら、広く市民全体に隣保館を利用促進することで、教育・啓発につなげていく。

教育集会所における自主活動学級については、地域の自主自立、地域の活性化

の観点から、指定管理者の教育担当者を中心に、学校と連携 しながら、地域主体

の運営をさらに推進 していくがきである。

自主活動学級は、多様な人や団体、地域の支援員、ボランティア等の参画・協

力により、多様な形での体験活動の場や機会の創出によつて一層の充実を図り、

相手を思いやる豊かな心、自尊感情、コミュニケマションカ、や り抜く力などの

非認知能力の醸成を図ることが重要である。

そのため、コーディネー トする調整機能の強化、情報共有できる仕組みづくり

などを進める。

また、地域の高校生や青年層の参加による地域の支援員の育成 。参画について

は、今後の地域主体の自主活動学級の継続性を高める上で重要であることから、

参加を促進する仕掛けや体制づくりを進める。

7

-34-



寄 付 品 目 数 量 単価 円 価格 円 住所・氏名 等 寄付年月日 受納場所

傘立て

一輪車 14インチ

ー輪車 16インチ

ー輪車 18インチ

ー輪車 20インチ

174,790

47,124

50,292

51,909

54,021

草津第二小学校教育振興会 令和5年

2月 1日

草津第二小学校

小計 378,136

サンドウエイト

サンドウエイト

逆上がり補助板

マイクロホン

マイクロホン

デジピストル

ヮイヤれるマイク

1 6,400

8,800

63,000

21,000

21,500

35,000

41,000

常盤学区子ども会連合会 令和5年

2月 20日

常盤小学校

小計 196,700

図書「浸画西川甚五郎伝」 20 22,000 近江八幡市大杉町17番地

公益財団法人 西川来化財団

令和5年

2月 24日

市内小中学校

小計 22,000

ァクションカメラ 1 50,000 大津市中央四丁目13番 10号

日本教育公務員弘済会滋賀支部

令和5年

2月 28日

老上中学校

小計 50,000

3色ボールペン 卒業見込み人数 796,400 草津市芦浦町313番地の 1

株式会社 井上工業

令和5年

3月 3日

市内小学校

小計 796,400

業務用製氷機 1 117,000 草津市新堂町111番 地

令和4年度新堂中学校卒業生一同

令和5年

3月 10日

新堂中学校

小計 117.000

デジタルビデオカメラ 3 229,200 高穂中学校PTA 令和5年

3月 11日

高穂中学校

小計 220,200

ノート 令和5年十
入学見込み人数

726,500 東京都港区北青山2-11-3

A―PLACE青山

株式会社 マイネット

令和5年

3月 13日

市内小学校

小計 726,500

掲示板 1 654,000 玉川中学校第3学年PTA 令和5年

3月 14日

玉川中学校

小計 654,000

合 計 3,043,936

廠 |

寄付受け入れ報告
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